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入札公告(建設工事) 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

令和３年９月２８日 

更生保護法人ウィズ広島 

理事長 山 田 勘 一 

１ 工事概要 

(1) 工事名 

更生保護法人ウィズ広島本館空調設備更新工事 

(2) 工事場所 

広島県広島市中区吉島東１丁目１番１８号 

(3) 工事内容 

 棟名 更生保護法人ウィズ広島本館 

構造・階数 鉄筋コンクリート造 ４階建 延床面積２１５７．１８㎡  

(4) 工期 

契約締結日の翌日から令和４年３月１５日まで 

（5）適用法令等 

 本工事は，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法

律第 104号）に基づき，分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の

実施が義務付けられた工事である。 

２ 競争参加資格 

入札説明書による。 

３ 入札手続等 

(1)発注者及び連絡先 

更生保護法人ウィズ広島 

（〒730-0822） 広島県広島市中区吉島東１丁目１番１８号 

電話 082-241-1534 

(2) 入札説明書，工事説明書，入札参加希望票及び更生保護法人競争契約入札

心得（建設工事）の配布 

  ホームページからダウンロードする。又は掲示を確認する。 

 ＨＰアドレス：www.with-hiroshima.com 

  掲示場所：上記(1) 

  中建日報、日刊建設新聞、建通新聞で告知します。 

(3) 図面等配付 

 入札参加希望票を提出した者に対して，設計図面を無償により配布する。 

ア 場所 上記(1) 

イ 日時 令和３年１０月８日から令和３年１０月１４日まで 

（休日を除く毎日，午前１０時から午後４時まで。） 

http://www.with-/
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(4) 設計図面に関する質疑及び回答 

 設計図書等に関する質疑があるときは，質疑の内容を質疑書に記入し、上

記(1)宛てに提出する。質疑に対する回答は，上記(1)に掲示する。 

ア 質疑提出期限 令和３年１０月１５日 午後４時まで 

イ 質疑回答日時 令和３年１０月２０日 午前１０時から 

(5) 入札及び開札 

 ア 場所 広島市中区上八丁堀２番３１号 広島法務総合庁舎３階 

       広島保護観察所会議室 

イ 日時 令和３年１０月２２日 午後１時３０分 

４ その他 

(1) 手続において使用する言語は日本語，通貨は日本円，時間は日本の標準時

及び単位は計量法（平成４年法律第５１号）による。 

(2) 入札保証金 

 免除。 

(3) 契約保証金・履行保証 

 免除。ただし、前金払を受けた場合、契約保証として前金払額以上の契約

保証となる担保を提供しなければならない。契約保証となる担保は保証事業

会社の保証とする。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履

行保証保険の締結を行った場合は、契約保証となる担保を免除する。 

(4) 支払条件 

 部分払１回，完了払１回とする。 

(5) 入札の無効 

 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効と

する。 

(6) 落札者の決定方法 

 本入札は、開札後、落札候補者に対して競争参加資格の確認を行い、落札

者を決定する事後確認型の一般競争入札とする。詳細は入札説明書による。 

(7) 手続における交渉の意図の有無 

  無 

(8) 契約書の作成の要否 

  要 

(9) 本工事に直接関連する他の工事の請負契約を本工事の請負契約の相手方 

との随意契約により締結する予定の有無 

 無 

(10) 関連情報を入手するための紹介窓口 

  上記３(1)に同じ 
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入札参加希望票 

令和３年１０月 日 

更生保護法人ウィズ広島 殿 

 

 

 入札参加を希望する 

 工事名 

 

 

 更生保護法人ウィズ広島本館空調設備更新工事 

 

 

 

 社名 

 所在地 

 代表者 

 

  

 

 

 

 

 

 担当者氏名 

  担当部署 

  電話番号 

  ＦＡＸ番号 

  Ｅ－ｍａｉｌ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建設業の許可番号 

     有効期限 

          種  類 

 

 

 

 

 

 

 

 法務省又は地方自治 

 体における競争参加 

 資格の等級区分 

 

 

広島県建設工事等入札参加資格 

 格付等級 Ａ又はＢ 

 

 

＊１ ①建設業の許可の写し，②競争参加資格決定通知書の写し，③会社の役

員構成がわかる書類，④会社の経営状態がわかるもの（直近の決算書等） 

を添付すること 


